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横浜市議会は、第二次世界大戦後に進駐した連合国軍により、

市の中心部や港湾施設などが広範囲にわたり接収されて以来、横

浜市民共通の念願、市政の重要課題として市内米軍施設の早期返

還に取り組み、これまでに多くの返還を実現してきました。 

しかしながら、横浜市内には今なお約 470 ヘクタールという、

大都市の中で最も多くの米軍施設が存在し、市民生活に多大な負

担をかけるとともに、まちづくりにも大きな制約を与えています。 

ついては、横浜市民の長年にわたる負担を早期に解消し、返還

後の跡地の管理や利用においても新たな負担を生じさせないた

め、横浜市内米軍施設の返還と跡地利用の促進、並びに、横浜市

民の基地負担の軽減に関し、次の事項の実現を強く要望します。 
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Ⅰ 市内米軍施設の返還と跡地利用に関する要望 

１  市内米軍施設・区域の早期全面返還の促進  

  (1) 平成 16 年 10 月に返還方針が合意されている施設・区域の返還  

平成 16 年 10 月に、日米合同委員会において市内米軍施設６施

設 ・ 区 域 を 対 象 に 返 還 の 方 針 が 合 意 さ れ た 。 そ の 後 、 横 浜 市 議 会

による政府に対する要望等を踏まえ、平成 17 年 12 月に小柴貯油

施設、平成 21 年５月に富岡倉庫地区の返還が実現したものの、残

る４施設については返還時期が明らかにされていない。  

一方、深谷通信所においては、平成 21 年 10 月までに囲障地区

外のアンテナが撤去され、現在は常駐警備もされていない。  

また、上瀬谷通信施設においては、平成 20 年９月までに全居住

者が移転し、ジム、レストラン等の関連施設が閉鎖されている。  

こ の よ う な 状 況 を 踏 ま え 、 返 還 方 針 が 合 意 さ れ て い る 深 谷 通 信

所 、 上 瀬 谷 通 信 施 設 、 根 岸 住 宅 地 区 、 池 子 住 宅 地 区 及 び 海 軍 補 助

施設の横浜市域の飛び地の返還を速やかに実現すること。  

  (2) 返還合意施設以外の施設・区域の返還促進  

返 還 合 意 施 設 以 外 の 瑞 穂 ふ 頭 ／ 横 浜 ノ ー ス ・ ド ッ ク 、 鶴 見 貯 油

施 設 、 池 子 住 宅 地 区 及 び 海 軍 補 助 施 設 の 横 浜 市 域 、 小 柴 水 域 の 早

期全面返還を促進すること。  

２  米軍施設周辺の生活環境の維持向上  

  (1) 上 瀬 谷 通 信 施 設 に お け る 都 市 計 画 道 路 環 状 ４ 号 線 整 備 に 向 け た

協力  

上 瀬 谷 通 信 施 設 に お け る 都 市 計 画 道 路 環 状 ４ 号 線 の 整 備 に つ い

ては長年の懸案となっていたが、平成 23 年８月に、日米合同委員

会において土地の一部を共同使用することが合意された。  

当 該 地 域 は 、 周 辺 道 路 の 混 雑 が 激 し い こ と か ら 、 市 民 生 活 の 利

便 性 向 上 の た め 、 早 期 整 備 完 了 が で き る よ う 引 き 続 き 協 力 す る こ

と。  

(2) 根岸住宅地区に囲まれた日本人居住者への適切な対応  

根 岸 住 宅 地 区 に 囲 ま れ た 土 地 に 横 浜 市 民 の 方 々 が 居 住 さ れ て お

り 、 日 常 生 活 上 の 様 々 な 制 約 を 受 け て い る 。 居 住 者 の 声 を 十 分 聴

き、適切な対応に努めること。  

  (3) 災害等に対する協力と情報提供の徹底  

災 害 や 感 染 症 等 の 発 生 に 対 し て 、 本 市 の 災 害 対 策 等 へ の 協 力 及

び適切な情報提供に努めること。  

  (4) 米軍施設及びその周辺における安全対策の徹底  

安 全 で 快 適 な 市 民 生 活 の 実 現 に 向 け 安 全 対 策 の 徹 底 を 図 る こ と 。 

 

－ ２ －  



 

 

３  民有地の所有者への配慮  

民 間 土 地 所 有 者 の 抱 え る 課 題 ・ 要 望 （ 返 還 後 の 土 地 の 原 状 回 復 の

取扱など）を把握し、返還後の土地利用等に支障を来たさないよう、

適切な対応に努めること。  

４  跡地の適正管理と実態把握  

返 還 後 の 跡 地 に つ い て は 、 跡 地 に お け る 事 業 実 施 ま で の 間 の 防

犯 ・ 火 災 予 防 等 に 万 全 を 期 す こ と 。 ま た 、 土 壌 、 工 作 物 等 に つ い て

は 、 今 後 の 利 用 の 支 障 と な ら な い よ う 実 態 を 明 ら か に す る こ と 。 特

に 返 還 さ れ た 旧 小 柴 貯 油 施 設 や 旧 富 岡 倉 庫 地 区 は 、 土 壌 汚 染 調 査 結

果 を 踏 ま え て 、 迅 速 か つ 適 切 に 対 策 を 施 す と と も に 、 返 還 合 意 が さ

れ て い る 深 谷 通 信 所 や 上 瀬 谷 通 信 施 設 等 に つ い て も 、 今 後 、 適 切 に

対処すること。  

５  返還国有財産の優遇処分  

戦 後 の 接 収 以 降 、 横 浜 市 民 は 多 大 な 負 担 を 被 っ て き て お り 、 そ の

よ う な 経 緯 を 踏 ま え 、 返 還 国 有 地 に つ い て は 、 横 浜 市 に 対 し て 無 償

による譲与等の措置を講ずること。  

６  跡地利用に対する支援  

跡地利用に当たり、市民生活に有効活用される温暖化対策や防災な

ど広域の環境再生に資する国事業の実施や、本市事業に対する財政支

援などを講じること。  

 ７  適時・適切な情報提供  

   米 軍 基 地 に 係 る 問 題 は 、 市 民 に と っ て 大 変 重 要 な 事 柄 で あ る こ と

か ら 、 市 民 へ の 説 明 責 任 を 果 た す た め に も 、 適 時 ・ 適 切 な 情 報 提 供

に努めること。  

 

Ⅱ  米軍による環境問題等に関する要望  

 １  米軍に対する環境関係法令の適用  

   基 地 内 で 環 境 汚 染 が 発 生 す る と 、 地 域 住 民 の 健 康 や 周 辺 の 環 境 に

大きな影響を与えるおそれがある。  

   基 地 内 及 び 基 地 周 辺 の 生 活 環 境 の 保 全 及 び 安 全 確 保 の た め 、 米 軍

に お い て も 生 活 環 境 の 保 全 に 関 す る 国 内 法 令 が 遵 守 さ れ る よ う 、 早

急に日米地位協定を見直すこと。  

ま た 、 日 米 地 位 協 定 の 見 直 し が 難 し い 場 合 は 、 環 境 に 係 る 特 別 協

定などにより、事実上改正と同様の効果を持つ対策を講じること。  

 ２  米軍人等に対する教育等の徹底  

   国 内 で は 依 然 と し て 米 軍 人 等 に よ る 犯 罪 や 迷 惑 行 為 が 多 発 し て お

り、平成 23 年 10 月、 11 月には横浜市内においても米軍人等による

傷 害 事 件 が 発 生 し て い る 。 事 件 等 の 再 発 を 防 止 し 、 市 民 生 活 に 不 安

を与えないよう、教育・研修を徹底させること。  
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資料１  横浜市内米軍施設位置図  

 

－ 参 考 資 料 １ －  



 

 

資料２  人口１００万人以上の都市における米軍施設の立地状況  

 

資料３  横浜市内米軍施設の面積・施設数の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４  民間土地所有者数  

    ○根岸住宅地区  約 180 人   ○上瀬谷通信施設  約 250 人  

－ 参 考 資 料 ２ ～ ４ －  

※ 現 在 、 上 記 の ほ か に 小 柴 水 域 、 横 浜 ノ ー ス ・ ド ッ ク 専 用 水 域 が あ る 。  


